
（令和５年１０月３１日現在）

　

民生費

532.89億円
48.7%

土木費

116.76億円
10.7%

衛生費

109.36億円
10.0%

総務費

98.04億円
8.9%

公債費

88.64億円
8.1%

教育費

82.27億円
7.5%

消防費

28.91億円
2.6%

商工費

21.30億円
1.9%

農林水産業費

11.52億円
1.1%

議会費

5.02億円
0.5%

労働費

0.56億円
0.0%

令 和 ４ 年 度 決 算 の 状 況

一般会計

特別会計

依存財源
（国や県からの交付金、

借入金）

＜国庫支出金＞

国からの補助負担金な

ど

＜地方交付税＞

国から交付される使途

を制限しない交付金

＜市債＞

国や金融機関から借り

入れる資金

＜県支出金＞

県からの補助負担金な

ど

＜その他＞

地方譲与税、地方消費

税交付金、地方特例交

付金など

自主財源
（市が自主的に収入す

ることができる財源）

＜市税＞

市民税、固定資産税、

軽自動車税、たばこ税、

都市計画税など

＜諸収入＞延滞金や預金利子など

＜使用料及び手数料＞施設使用料や発行手数料など

＜その他＞繰入金、分担金及び負担金、寄附金、財産収入など

企業会計

目的別歳出の内訳
（行政目的別の分類）

＜民生費＞

生活保護、高齢者や障害者な

どの福祉事業や保育所の運

営など

＜土木費＞

道路や公園の整備、維持管理

など

＜衛生費＞

ごみ・し尿の処理や健診事業

など

＜公債費＞

借入金の返済

＜総務費＞

市役所の管理経費やコミュニ

ティ振興、戸籍、住民票の発

行など

＜教育費＞

小・中学校の施設整備や運営

など

＜消防費＞

消防の活動、施設の整備など

＜商工費＞

企業誘致や販路拡大などの

商業の振興及び観光対策経

費など

＜農林水産業費＞

就農支援や販路拡大、農道・

排水施設整備など

＜議会費＞

市議会議員報酬や市議会の

運営経費など

＜労働費＞

雇用の創出や労働環境改善

など

性質別歳出の内訳
（行政性質別の分類）

＜扶助費＞

生活保護など社会保障制

度の一環としての経費

＜人件費＞

職員の給与や、議員・各

種委員に対する報酬など

＜公債費＞

借入金の返済などに充て

る経費

＜物件費＞

消耗品費・光熱水費など

の物財調達のための経費

＜補助費等＞

各種団体への補助金など

＜投資的経費＞

道路・公園・学校などを整

備する経費

＜繰出金＞

他会計に支出する経費

＜その他＞

維持補修費・積立金・投資

及び出資金・貸付金

義務的経費
扶助費・人件費・公債費の

合計で毎年固定的に必要

となる経費

令 和 ５ 年 度 予 算 の 執 行 状 況 （繰越額を含む）

令和４年度決算における
市民一人当たりの状況

※令和５年1月１日現在の人口 249,040人で計算

市債の状況

一時借入金の状況

特
別
会
計

企
業
会
計

１ 市民サービスの状況

（一般会計歳出総額 １，０９５．２７億円）

都市計画税は、街路や下水道の整

備など、都市計画事業に要する経費

の一部として活用されています。

（ 歳出予算額 ： 支出済額 ）

２ 市税負担の状況

（市税総額 ４０９．５８億円）

３ 市債残高

（一般会計市債総額 １，０１６．８７億円）

単位：百万円

3,102 53 194 2,855 2,732 88.1%

街 路 事 業 147 8 111 28 27 18.4%

下 水 道 事 業 2,132 45 83 2,004 1,918 90.0%

市 債 償 還 823 0 0 823 787 95.6%
＊市債償還 ：都市計画事業に係るもの　＊下水道事業：下水道建設等、一般会計からの繰出金

都市計画事業　合計

事業名 決算額

財　　源　　内　　訳

国 ・県
支出金

市債
そ の 他
一般財源等

うち
都市計画税

決算額に
対する
充当率

下水道事業
76.3%

「トクシィ」

単位：百万円

97,338
298
61
0

15,569
30,291

13
10,349

153,919

市 債 現 在 高

一 般 会 計

食 肉 セ ン タ ー 事 業

旅 客 自 動 車 運 送 事 業

中 央 卸 売 市 場 事 業

商 業 観 光 施 設 事 業

水 道 事 業

公 共 下 水 道 事 業

市 民 病 院 事 業

合 計

単位：百万円

借入額

51
350

1,000
商業観光施設事業

会 計 名

公 共 下 水 道 事 業

食肉センター事業

単位：百万円

会 計 名 歳入 歳出

国 民 健 康 保 険 事 業 24,513 23,994

食 肉 セ ン タ ー 事 業 170 170

奨 学 事 業 34 22

土 地 取 得 事 業 489 489

住宅新築資金等貸付事業 3 1

介 護 保 険 事 業 27,726 26,267

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 4,262 4,086

特 別 会 計 の 決 算

単位：百万円

収入 支出 収入 支出

市 民 病 院 事 業 12,153 11,224 815 1,208

中 央 卸 売 市 場 事 業 511

公 共 下 水 道 事 業 4,181

企 業 会 計 の 決 算

会 計 名
収益的収支 資本的収支

487 17 76

水 道 事 業 4,921 4,280 1,247 3,171

商 業 観 光 施 設 事 業 213 175 - 4

4,307 3,119 4,014

17旅客自動車運送事業 578 540 8

令和４年度決算における都市計画税の使途状況

建物

792,514㎡

土地

4,771,280㎡

基金

20,760百万円
有価証券

1,033百万円

市有財産の状況単位：百万円

会 計 名 予算額 収入済額 収入割合 支出済額 支出割合

国 民 健 康 保 険 事 業 24,331 10,630 43.7% 11,336 46.6%

食 肉 セ ン タ ー 事 業 189 14 7.4% 66 34.9%

奨 学 事 業 20 21 105.0% 5 25.0%

土 地 取 得 事 業 492 0 0.0% 487 99.0%

介 護 保 険 事 業 29,614 16,320 55.1% 14,018 47.3%

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 4,310 1,566 36.3% 1,382 32.1%

特別会計の予算と収支の状況

人 口

世 帯 数

面 積

247,246人
122,310世帯
191.52k㎡

歳入（一般会計） 歳出（一般会計）

収支不足への対応 歳出の抑制歳入の確保

企業会計

特別会計

徳島市公告第 ２８６号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び地方公営企業

法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２の規定により、本市の財政事情及び

企業の業務状況を次のとおり公表します。

令和５年１２月１日

徳島市長 内藤 佐和子

○ 財政構造の改善

徳島市行財政改革推進プラン2021 （計画期間：平成３０年度～令和６年度）

目標項目 目標設定時 現状値（令和４年度決算） 令和６年度目標

財政調整基金及び
減債基金残高

標準財政規模の10.0％
（令和元年度末残高54億円）

標準財政規模の14.1％
（令和4年度末残高80億円）

標準財政規模の11.0％以上

経常収支比率
96.7％

（令和元年度決算）

97.1％
（参考：令和4年度類似団体決算
調査値（速報値）平均　92.0％）

類似団体平均以下

実質公債費比率
6.2％

（令和元年度決算）

5.8％
（参考：令和4年度類似団体決算
調査値（速報値）平均　3.8％）

類似団体平均以下

※標準財政規模 ・・・地方自治体の通常的な状態で通常収入されると見込まれる経常的な一般財源の規模を示します
※令和４年度類似団体決算調査値（経常収支比率及び実質公債費比率）は速報値によるものです

○ 目標値

自主財源
43.6%

依存財源
56.4%

市税

409.58億円

36.1%

諸収入

15.30億円

1.4%

使用料及び手数料

14.43億円

1.3%

自主財源その他

55.01億円

4.8%

国庫支出金

286.07億円

25.2%

地方交付税

111.98億円

9.9%

県支出金

88.54億円

7.8%

市債

68.12億円

6.1%

依存財源その他

84.13億円

7.4%

街路事業
1.0%

下水道事業
70.2%

市債償還
28.8%

都市計画税の総額を100％としたときに各事

業に財源として充てた割合

（ 歳入予算額 ： 収入済額 ）

539.87億円

161.98億円

121.51億円

101.16億円

90.13億円

88.92億円

72.07億円

268.97億円

44.57億円

51.59億円

42.44億円

40.83億円

45.38億円

37.28億円

0億円 100億円 200億円 300億円 400億円 500億円 600億円

民生費

土木費

衛生費

教育費

総務費

公債費

その他

412.59億円

275.50億円

118.43億円

112.63億円

90.14億円

66.47億円

99.88億円

288.87億円

134.79億円

0.00億円

78.71億円

4.86億円

34.47億円

47.81億円

0億円 100億円 200億円 300億円 400億円 500億円 600億円

市税

国庫支出金

市債

地方交付税

県支出金

地方消費税

交付金

その他

義務的経費
58.8%

その他の

経費
41.2%

扶助費

354.06億円
32.3%

人件費

201.53億円
18.4%

公債費

88.64億円
8.1%

物件費

126.11億円
11.5%

補助費等

111.62億円
10.2%

投資的経費

91.30億円
8.3%

繰出金

76.47億円
7.0%

その他

45.54億円
4.2%

単位：百万円

予算額 収入済額 収入割合 予算額 支出済額 支出割合 予算額 収入済額 収入割合 予算額 支出済額 支出割合

623 305 49.0% 639 214 33.5% 18 9 50.0% 96 23 24.0%
200 18 9.0% 157 20 12.7% 153 0 0.0% 225 1 0.4%

5,241 2,301 43.9% 4,997 1,088 21.8% 4,786 172 3.6% 7,376 3,519 47.7%
4,903 2,162 44.1% 4,665 933 20.0% 5,815 64 1.1% 7,235 1,803 24.9%

554 394 71.1% 557 234 42.0% 0 0 0.0% 5 3 60.0%
11,582 5,627 48.6% 11,678 4,900 42.0% 1,319 311 23.6% 1,726 830 48.1%

旅客自動車運送事業

市 民 病 院 事 業

中央卸売市場事業

企　業　会　計　の　予　算　と　収　支　の　状　況
収益的収入 収益的支出 資本的収入 資本的支出

会 計 名

商業観光施設事業

公 共 下 水 道 事 業

水 道 事 業

基金に依存しない財政運営 財政硬直化の軽減 将来負担の抑制


